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1852年のニュー・ヨーク州地方裁判所判決であるHaring v. New York 
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（47）　Martin v. George Hyman Const. Co., 395 A.2d 63, 70 (D.C. 1978). 雇用者が作業場の
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ている。See, e.g., Epperly v. Kerrigan, 275 So. 2d 884 (La. 1973). また、故意に補正しな
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て影響を与えることになった。See, William Schofield, Davies v. Mann: Theory of 
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て賠償責任を配分する方法に一本化せざるを得ないからである。不法行為
法が州法に依拠している限り、寄与過失または比較過失の選択は各々の州
に委ねられる。しかし、わずかな過失で原告から損害賠償を奪う寄与過失
は、もはや現在の社会状況を鑑みても、また当事者双方を平等に扱うとい
う訴訟原則からも妥当とはいえないのではないだろうか。
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